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１．課題設定 

 

本ディスカッション・ペーパー（DP）では、国立大学における進学にともなう地域移動

（進学移動）について、「学校基本調査」と「大学基本情報」等の複数データを分析するこ

とを通して、国立大学の相対的な位置を整理し、大学・学部レベルにおいてどのような要

因が進学移動に影響を与えているのかを検証する。 

近年、高等教育政策において首都圏への学生の集中が課題となっている。内閣府や文部

科学省の中央教育審議会ではこの間、集中的な議論が行われている。2017 年には、東京都

特別区における大学の新増設を原則として認めないことが決定された。設置形態別にみる

と国立大学は、非大都市圏である地方において収容力に占める割合が高い。一方で首都圏

における私立大学が近年増加してきたなかで、全国的な高等教育の供給の在り方が改めて

議論されている。また、国立大学においては機能別の重点配分による３類型のなかで、よ

り地域に貢献する大学運営が求められている。具体的には大学における自県出身者の割合

や自県就職率等が地域に貢献しているか否かの一指標として検証される。このような指標

を政策誘導する行政、大学双方にとってより有益にするためには、これまでの大学や地域

の文脈を踏まえる必要があるだろう。 

歴史的に遡れば、国立大学は、旧制高等教育機関をもとに統合再編がなされ、各都道府

県に一大学の原則によって、全国的に高等教育機会を提供してきた（海後・寺﨑 1969）。

戦後の教育需要に対しては私立大学がおもに対応し、国立大学は地域的偏在を補完する形

で機能してきた（天野 1978）。これらの供給構造は、高等教育計画によってコントロール

される時期もあったものの（島 1996）、1990 年以降の大都市圏と地方との大学収容力の

差は拡大している傾向にある（佐々木 2006）。このように実証的な先行研究は、おもに都

道府県の大学収容力に基づき検証してきた。進学移動の研究も都道府県の大学収容力の指

標を用いて少なからず蓄積されている。 

ところで、進学移動は、大学そのもの（威信や選抜度）や、専攻に影響を受けることが

直感的に予想されるものの、大学、及び学部ごとの進学移動の実態（どの地域から学生が

進学しているのか）を検証することは、各大学の資料等を参考するケース分析（たとえば、



清水編 1975）が限界であった。しかし、現在では「学校基本調査」の各大学・学部等（以

下学部）の情報が公開されたことにより、大学・学部レベルでの分析が可能になり、研究

対象の幅は大幅に広まった。また、民間によるデータの収集と公開も近年行われるように

なっている。具体的には、大学、及び学部レベルの退学率や奨学金の金額等が公表される

ようになった。 

上述したように、進学時の地域移動は政策的、実践的な課題となっているため、本 DP

においては、国立大学の特質を整理し、各大学・学部における進学移動者の規定要因（自

県進学者割合）を検証することを通して、実践的示唆を示すための基礎的な知見を整理し

たい。 

 

２．分析方法と用いるデータ 

 

 本節では具体的な分析方法について示す。まず、国立大学の相対的な位置を整理するた

めに、「学校基本調査」を用いて国立、私立、公立それぞれの進学移動距離を算出する。こ

れによって、時系列でみた場合、国立大学に進学する層が公私立と比べてどのような特徴

があるのか、また時系列でみた場合、変化はみられるのか全体的な動向を整理する（３－

１）。 

 次に、本 DP では、学部に注目した分析を行う。進学移動に限らず、センサス等のマク

ロデータを用いた地域移動研究においては、表１のような OD（Origin-Destination）表

を用いることが多い。そして、移動数（移動割合）を目的変数として、仮説に基づいて

Origin、Destination の情報を説明変数に加えていく。進学移動研究においては、高校所

在地と移動先の都県の大学収容力を用いた研究（上山 2014）や、移動元の学部の多様性

（当該県の学部の希少性を加味）を用いた研究（藤村 1999）、移動元と移動先との距離を

用いた研究（牟田 1986、遠藤 2017）、移動先における同郷者の蓄積を用いた研究がある

（遠藤 2017）。このように先行研究では、基本的には移動元である Origin の情報に基づ

き、場合によって Origin と Destination の関係を操作化した変数を用いている。ただし、

進学先（Destination）、すなわち「入れ物」の質、各大学の制度・支援策（潮木 2008）

はデータの制約もあり、これまでは検証することができなかった。このようなデータの制

約は、近年情報公開が進むことによって、改善されてきた。具体的には表１では灰色部分

にあたる大学・学部の特徴と進学移動の関係を分析することができるようになった。さら

に、太線部分の民間会社の調査による選抜度や政策（奨学金）の情報を加えることで、進

学移動との関係をより詳細に分析することが可能になった。本 DP においては、このよう

に近年公開されるようになった大学・学部別データを用いることによって大学レベル（３

－２）、学部レベル（３－３）における Destination の情報を整理して分析を行う。 

 



表１ OD（Origin-Destination）表の例（本分析で使用するデータの一部） 

 Origin 

 学校名 学部名 学部系

統分類 

偏差値 奨学金 自県進

学率 

北海

道 

青森 岩手 宮城 秋田 山形 

D
es

ti
n

at
io

n
 

北海道大学 総 合 教

育部 

その他 60.0 5.0  35.6% 927 27 13 39 16 6 

室蘭工業大

学 

工学部 工学 45.0 13.0  68.5% 401 18 18 2 4 5 

小樽商科大

学 

商学部 社会科

学 

52.5 36.0  94.0% 457 0 2 2 3 0 

 

 分析に使用するデータは、（１）文部（科学）省「学校基本調査」における国立大学の

OD データである。このデータによって、1974 年から 2017 年までの時系列的な変化を検

証する。また（２）大学改革支援・学位授与機構が「学校基本調査」のデータを再集計し

た「大学基本情報」（2017）のデータである。このデータは、学部レベルまで公表されて

おり、本 DP では公表されている国立大学のデータを分析対象にした。そして、（３）朝日

新聞社『大学ランキング』（2018）に掲載されている学部ごとの入試難易度、（４）大学レ

ベルの情報として、読売新聞『大学の実力』（2017）に掲載されている奨学金に関する情

報を用いる。 

 

３．分析 

 

３－１．進学移動距離の時系列分析 

 本項は、進学移動距離を国公私立大学ごとに定量化し時系列的な変化を明らかにする。

方法としては、遠藤（2017）と同様の方法を用いる。すなわち、当該県の県外への移動者

を対象に、それらに移動元と移動先の県間距離（国土地理院の都道府県庁間の距離）を乗

じて、当該県の移動者数で除した値を算出する。県内進学者は統制しているので、「県外の

国立大学に進学する者」の変化を捉えることになる（1）。 

分析の結果は、図１のように整理された。先行研究においては、全体的な移動距離が減少

していることが示されていたが（遠藤 2017）、設置形態別にみると、私立大学において一

貫して減少していることが確認できる。80 年代後半までは国立・公立よりも、私立はより

遠くに進学していたが、90 年代以降は国立・公立よりも進学移動距離が小さい。一方、国

立・公立は 90 年頃までは似たような傾向にあることが確認できる。90 年代は、国立の進

学移動距離が高い。 



図１ 国立大学における進学移動距離の経年変化（全国） 

 

2000 年代は、国立・公立大学ともに進学移動距離が減少傾向であったが、2010 年代は

若干上昇傾向にある。2000 年代は、設置形態に関わらず、進学移動距離が減少していた時

期であることが分かった。 

 このような動向の背景には、地方ではかつては私立大学が少ないため、大都市圏への移

動を必要としていたこと、また 2000 年以降は、全国的に大学が新増設されたため、より

近い大学への進学を選択するようになっていると考えられる（2）。 

 次に、都道府県別に経年変化を５時点（1975 年、1981 年、1991 年、2001 年、2011 年）

で確認する（図２）。すると、公私立を含めた全体の移動距離（遠藤 2017、p.115）と比

べて、地方では多くの県が小さい値をとっており、大都市圏では逆に、全体的な移動距離

より高い。このことは、地方では、県外の国立大学といっても、より近い国立大学に進学

しており、大都市圏においては、国立大学の進学を目指してより遠くの国立大学も選択肢

になっている結果を反映していると考えられる。 

図２ 各都道府県の進学移動距離の時系列的変化 
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また、時系列的な変化という点では、遠藤（2017）は、西日本を中心に進学移動距離の

減少を指摘しているが、国立大学においてはどうであろうか。1974 年と 2017 年の進学移

動距離の差分を算出すると、同様の傾向が確認できる（図３）。それゆえ、進学移動距離の

減少（地元志向と言えるかもしれない）は設置形態に関わらず生じていた傾向であること

が分かる。 

図３ 各都道府県の進学移動距離の差分（1974-2017） 

 

３－２．大学レベルの分析 

本項、次項では、国立大学における大学・学部レベルの進学移動について「大学基本情

報」に公開されているデータをもとに、横断的な分析を行う（3）。具体的には、各大学の自

県出身者の割合を算出し、86 の国立大学の特徴を明らかにする。自県出身者の割合を算出

すると、割合が高い順に小樽商科大学、愛知教育大学、北海道教育大学といった大学が上

位になった（図４の横軸）。 

このように自県出身者の割合には、北海道の大学が上位であるように、地理的な要因、

また教育単科大学といった特徴が影響している。一方、自県出身者の割合が低いのは、筑

波技術大学、鹿屋体育大学、奈良女子大学などである。入学に際して、特定の条件がある

ことや専門性が高い学部の場合、自県に限らず広い地域から学生が移動していることが分

かる。次に、「大学基本情報」から得られた規模（入学者数）との関係を散布図にし、各象

限ごとに類型化した（図４、表２）。なお、図４の各軸は各大学の平均値（自県出身者割合：

37.0％、学生数：1,198）であり、これらをもとに 4 象限に整理している。興味深いのは、

第 1 象限である「規模、自県出身者割合ともに高い」グループに旧帝国大学が該当してい

る（名古屋、九州）。また最も該当数が多い第 4 象限は、「規模は小さく、自県出身者が多

い大学」と整理され、単科大学の多くがこのグループに属する。 

 

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

（km） 



図４ 自県出身者割合と学生数の散布図 

 

このように全体的には、各類型に大学が分散しており多様な教育機会を全国的に提供し、

かつ北海道や沖縄県では地元への教育機会の提供という点で機能していることが分かる。 

 

表２ 類型ごとの整理（括弧内数字は該当大学数） 

1 

（10） 

北海道教育、弘前、茨城、新潟、名古屋、三重、愛媛、九州、鹿児島、琉球 

2 

（24） 

北海道、東北、山形、筑波、埼玉、千葉、東京、横浜国立、信州、富山、金沢、岐阜、静岡、京都、

大阪、神戸、岡山、広島、山口、徳島、香川、佐賀、長崎、熊本 

3 

（26） 

帯広畜産、筑波技術、宇都宮、東京外国語、東京学芸、東京藝術、東京工業、東京海洋、お茶の水

女子、電気通信、一橋、上越教育、山梨、福井、滋賀、滋賀医科、京都教育、京都工芸繊維、奈良

教育、奈良女子、和歌山、鳥取、島根、高知、宮崎、鹿屋体育 

4 

（22） 

室蘭工業、小樽商科、旭川医科、北見工業、岩手、宮城教育、秋田、福島、群馬、東京医科歯科、

東京農工、長岡技術科学、浜松医科、愛知教育、名古屋工業、豊橋技術科学、大阪教育、兵庫教育、

鳴門教育、福岡教育、九州工業、大分 
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３－３．学部レベルの分析 

本項では、「大学基本情報」のデータを用いて、学部レベルの進学移動について分析を

行う。まず、分野別（「学校基本調査」で分類される学部系統分類に基づく）の比較を行っ

た（4）（図５）。全体の中央値が、30.8％であることを参考にすると、これより中央値が高

いのは、教育（48.1％）、保健（医学除く）（34.2％）、芸術（31.4％）保健（医学）（30.9％）

であった。保健（医学）が一般的な予想に反して高い結果は、近年、推薦入学により自県

出身者が増加していることによると推察される。また教育は、地元出身の学生が約半分を

占めており、設立当初から国立の教員養成系大学・学部に期待されている機能を担ってい

ることが分かる。 

図５ 分野別の自県出身者割合 

 

また、この分類では、標準偏差が大きく、各学部系統で外れ値が存在する。これらの外

れ値の学部は、北海道（小樽商科大学、旭川医科大学、室蘭工業大学）や沖縄県（琉球大

学）など他県と交通アクセスが良くない地域にあり、結果的に自県出身者割合が高いのは、

消極的な理由（他県の大学に進学するのは経済的、心理的に負担など）によると考えられ

る。 



 次に、選抜度と自県出身者割合の関係について分析を行う。選抜度に用いたデータは、

朝日新聞社『大学ランキング 2018』に掲載されている学部ごとの入試難易度である。こ

の偏差値を４つのグループに分けると（1=50 未満、2=50～52.5、3=55～57.5、4=60 以上）、

自県出身者割合の関係は図６のようになった（5）。 

図６ 選抜度別の自県出身者割合（外れ値のラベルは ID 番号） 

 

 選抜度がより高くなると、自県出身者割合は低くなる傾向が確認できる。このことは、

直感的にも理解しやすく、偏差値が高いほど、より他県からレベルの高い大学・学部に進

学を希望する学生が多くなる。 

 次に、学部系統分類や選抜度、さらには、大学の政策、地域の要因を加えた多変量分析

を行う。大学の政策としては、奨学金の充実度が考えられる。自宅外の学生は、より経済

的負担が大きいことが日本学生支援機構の「学生生活調査」でもよく知られており、より

大学の奨学金が充実していれば、他県から進学するインセンティブになると考えられる（海

外の事例ではCooke & Boyle 2011）。また、地域条件として、大学収容力、国立収容力、

国立依存度、完全失業率の４つの変数を用いる。大学収容力が大きければ、東京都のよう

に県全体では県外に出ていくような傾向はみられないかもしれない。また世代人口あたり

の国立大学の収容力が大きければ、より自県出身者割合は高まると予想される。さらに、

当該県の収容力が国立大学に依存していれば、地元の貴重な教育機会として自県出身者割



合は高まると予想される。また、ある県に進学移動しようと思い立っても、その後の就業

を見越し、その地域への進学を躊躇することも考えられるため（Baryla & Dotterweich 

2001）、分析においては各県の完全失業率を用いる。なお進学の意思決定は前年度の情報

を参照するものとして１年前のデータを用いる（表３）。 

 

表３ 用いる変数の説明 

変数名 データ元 最小値 最大値 

学部の特質    

選抜度 

（偏差値ランク） 

朝日新聞社『大学ランキング 2018』をもとに、４つのカ

テゴリーに整理した値（1=50 未満、2=50～52.5、3=55～

57.5、4=60 以上）。 

1 4 

分野 学部系統分類に基づく分類で該当する分野を 1、非該当

を 0 としたダミー変数。 

0 1 

大学の政策    

奨学金 読売新聞『大学の実力 2018』をもとに、各大学の「1 人

あたりの給付奨学金額」の値（欠損、及び外れ値の広島

大学（178.6 万）は平均値を用いた）。 

2.0 73.0 

地域条件    

大学収容力（a） 当該県への大学進学者を 3 年前の中卒者数で除した値

（2016 年）。 

16.5 144.9 

国立収容力（b） 当該県への国立大学進学者を 3 年前の中卒者数で除した

値（2016 年）。 

2.2 23.2 

国立依存度（c） 当該県の大学収容力（a）のうち、国立収容力（b）が占

める割合（2016 年）。 

3.6 79.2 

完全失業率 総務省「労働力調査」（2016）より都道府県の値。 1.7 4.40 

 

 分析モデルでは、大学の政策、地域条件を加味しない場合（model 1）と、加味した場

合（model 2）で推定した（表４）。結果的に、model 1 では分野は統計的に有意な結果を

得られず、偏差値ランクのみが有意な結果となった。図６で確認したように、分野の特徴

よりも、偏差値のレベルが高いほど、自県出身者割合は減少する。それでは、大学の政策

や地域の条件を加味すると、どうであろうか。結果的に、分野は model 1 と同様に統計的

に有意とならなかった（保健（医学）と教育は 10％水準で有意）。また、奨学金が負に有

意になっており、こちらは作業仮説の通りであった。また、国立収容力が負に有意となっ

ていることは想定していない結果であった。国立大学の収容力が大きければ、自県出身者

割合は減少する、ということになる。このことは、国立大学の収容力がより高い地域へ他

県出身者が流入していると考えられる。また、完全失業率は予想されたように、正に有意

となっており、地域経済の特性も他県出身者の進学行動に影響を及ぼしている。 

なお、model 2 においても選抜度は負に有意となっており、用いた変数のなかで最も影

響が高い（-.377）。この結果は、進学移動者の視点から考えれば、相対的に大学・学部レ



ベルの選抜度が低い国立大学へはあえて進学しない傾向にあるということである。なお、

今回の分析においては、大学の政策であった奨学金が自県出身者割合に負（他県出身者割

合の増加には正）という結果であった。このことは、より奨学金による学生支援が充実し

ていれば、他県からも進学者を呼び込められることが示唆される（6）。 

 

表４ 自県出身者割合の規定要因（係数の値は標準化係数） 

*p < .05、**p < .01、***p < .001 

 

４．結語 

 

 以上、本 DP では進学移動をめぐる国立大学の相対的な位置を整理し、大学・学部レベ

ルにおいてどのような要因が進学移動に影響を与えているのかを明らかにすることを目的

に複数データの分析を行った。明らかになった点は以下のように整理される。 

 第一に、国立大学の進学移動は、時系列的に私立大学の移動距離が減少していることと

比較して、90 年頃を境に、より高くなる傾向が確認できた。また、その変化は、大学数が

増加した 2000 年代に減少していることが確認された。第二に、大学レベルの分析から自

選抜度 偏差値ランク -.292 *** -.377 ***

分野 人文学 .175 .236

社会科学 .198 .271

理学 .068 .112

工学 .083 .134

農学 .028 .095

保健（医学除く） .264 .374

保健（医学） .318 .434

商船 -.021 -.021

家政 -.018 -.009

教育 .471 .505

芸術 .013 .021

その他 .102 .125

機関 奨学金 -.192 ***

地域 大学収容力 .014

国立収容力 -.225 **

国立依存度 -.015

完全失業率 .139 **

model 1

n

F値

Adj.R
2

model 2

418

8.862

.197

11.574

.313

418



県出身者割合には、地理的な条件、また単科大学（特に教育）であることが影響している。

一方、特定の入学者を条件としている場合や専門性が高い学部の場合、自県に限らず他県

から学生が移動していることが確認された。第三に、学部レベルの分析より、確かに分野

によって自県出身者割合は異なるが、他の変数によって統制すると、自県出身者割合に対

する影響はみられない。自県出身者割合には選抜度が最も影響していた。一方、大学の政

策においては奨学金が充実しているほど、他県出身の学生が増加する傾向が確認された。

このような要因とともに、地域の条件も影響しており、特に国立大学の収容力が大きいと

より他県出身者も流入することが確認された。 

 このような結果を踏まえると、国立大学は、多様な教育機会を全国的に供給していると

ともに、偏差値による選抜が機能しているゆえ、よりレベルの高い国立大学へ移動するメ

リトクラシーと相まって地域移動が生じていることが分かる。このように、大学・学部レ

ベルのデータを用いても学力は県外への進学移動の通貨（藤村 1999）であることを本 DP

は実証した。ただし、そのような傾向は私立大学の進学移動距離が減少していることを考

えれば、国立（あるいは公立）大学のみに限定されているのかもしれない。この点を明ら

かにするためには、私立大学も含めたより詳細な分析を必要とする。また、大学において

は、奨学金の充実度が他県からの進学者割合を高めるので、学生支援の充実が経済的に負

担の大きい他県出身者の支援として認知されている可能性がある。ただし、冒頭で述べた

ように政策的には、自県進学者を高めるような政策誘導が行われているので、自県進学者

を高めることのメリットと効果が別途検証されなければならない。 

 

注 

（１）なお、公立大学の値は全体から国立、私立の値を引いて求めた。しかし、一部の値

がマイナスになるなどデータの不備があったため、周辺度数の算出により可能な限

り修正した。 

（２）教育システム、経済状況等を含めた時系列の詳細な分析は今後の課題としたい。 

（３）2017 年の夜間の進学者を除いた全ての値を用いた結果、国立大学の進学合計値は、

98,392 であった。「学校基本調査」の合計値が 99,462 であることから、非常に信頼

性が高いデータと判断できる。また、学部ごとの集計ではなく、大学で統一した集

計をしている場合（例：北海道大学総合教育部）もある。すべての学部を分野系統

分類に従って正確に反映できたものではない。 

（４）各学部系統分類の度数は、以下の括弧数字の通りである。人文学（32）、社会科学

（48）、理学（23）、工学（66）、農学（40）、保健（医学除く）（77）、保健

（医学）（41）、商船（3）、家政（2）、教育（56）、芸術（6）、その他（24）。

なお、学科レベルに分かれている場合、特に区別せずに学部レベルの値を割り振

っている（教員養成課程や修業年限別など）。 

（５）各偏差値ランクの度数は、以下の括弧数字の通りである。１（40）、２（152）、



３（90）、４（136）。 

（６）本 DP の分析においては奨学金の充実度が他県からの進学者にインセンティブをも

つことを想定しているが、現実的には他県出身者が多いために結果として奨学金が

充実しているという因果が逆のケースも充分に想定できる。 
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The Migration of High School Graduates to National University in 

Japan: 

Focusing on verification of college and undergraduate level with 

multiple data 

 

Takeshi ENDO 

 (Doctoral Student, Graduate School of Letters, Arts and Sciences, Waseda University)  

 

In this paper, analyzed of the migration of high school graduates to national 

university with multiple data for the purpose of clarifying the relative position of 

national universities and what kind of factor influences student migration at 

university / department level. The points clarified are organized as follows. 

Firstly, the advancement of migration distance of national university has confirmed a 

tendency to rise from around 1990, as compared to the fact that migration distance of 

private universities has decreased in time series. In addition, it was confirmed that the 

change was decreasing in the 2000s when the number of universities increased. 

Secondly, from the analysis of the university level, the proportion of students from own 

prefecture is influenced by geographical conditions (far from neighbor region; 

Hokkaido or Okinawa) and being a education college. On the other hand, in the case of 

a specially enrolled student (disabled students) or undergraduate department with 

high expertise (athlete), it was confirmed that students are moving from other 

prefectures, not only in the prefecture. Thirdly, from the analysis at the department 

level, the proportion of students from their own prefecture differs depending on the 

field, but controled by other variables, there is no effect on the proportion of those from 

own prefecture. University rank had the greatest influence on the percentage of those 

from home prefecture. On the other hand, in the policy of the university, the more 

scholarships were enriched, the higher the number of students from other prefectures 

gradually increased. Together with these factors, the conditions of the ‘area’ 

(unemployment rates) have also influenced, and it was confirmed that other people 

from other prefectures also flowed in particularly when the capacity of the national 

university was large.  



広島大学高等教育研究開発センター 国際共同研究推進事業 

ディスカッションペーパーシリーズについて 

 

ディスカッションペーパーシリーズは、国際共同研究関連の研究成果を、速報性を重視

し暫定的にまとめたものです。 

 

本事業の推進にあたり、以下の資金提供を受けた。記して感謝したい。 

 

・文部科学省機能強化経費「大学における教育研究の生産性向上に関する国際共同研究」 

・文部科学省特別教育研究経費（戦略的研究推進経費）「21 世紀知識基盤社会における大

学・大学院の改革の具体的方策に関する研究－2007 年骨太方針をふまえて－」 

・文部科学省・独立行政法人日本学術振興会科学研究費補助金（基盤研究(A)(16H02067)) 

「大学へのファンディングの変化と大学経営管理改革に関する国際比較研究」 

 

研究課題名：国立大学における進学にともなう地域移動 

－複数データによる大学・学部レベルの検証を中心に－ 

研究課題番号：D29003 

研究代表者：遠藤 健（早稲田大学）  

 

 

 
International Joint Research Programs Discussion Paper Series 

国際共同研究推進事業「大学における教育研究の生産性向上に関する国際共同研究」 

ディスカッションペーパーシリーズ No.11 

戦略的研究プロジェクトシリーズⅪ 

「21 世紀知識基盤社会における大学・大学院の改革の具体的方策に関する研究」 

国立大学における進学にともなう地域移動 

－複数データによる大学・学部レベルの検証を中心に－ 

 

2018(平成 30)年 3 月 28 日 発行 

 

 

                   〒739-8512 広島県東広島市鏡山 1-2-2 

                             電話 (082)424-6240 

http://rihe.hiroshima-u.ac.jp/ 

 
 

  広島大学高等教育研究開発センター 


